



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































供給者 物品 税関 物品 顧客
　X国の供給者がY国の顧客に物品を輸送する場合が典型例である。税関において、輸出証明が行
われ、供給者には輸出免税が適用され、X国での前段階のVATが還付される。他方、顧客は、税関
から物品を受け取るに際して、Y国のVATを納税する。
　以上により、仕向地原則が実現する。Y国内の類似物品との競争も中立性が維持される。なお、
顧客が納税者（事業者）であるか消費者であるかは問わない。
　この方式の問題点は、この方式の適用範囲が税関の機能する場合、すなわち、物品（有形資産）
の供給の場合に限定されることである。
一49一消費課税におけるインボイスの役割について
　この方式を第3章で提起したインボイスによる三角形との関連で考察してみると、次のとおりで
ある。すなわち、税関を国庫に置きなおしてみる。
国庫（X国） 国庫（Y国）
前段階税額の還付 輸入課税
供給者
（売主）
物品
顧客
（買主）
　供給者は、X国において輸出免税が適用され、顧客は輸入段階で輸入課税（引取課税）が適用さ
れることになる。
（2）特別の取扱いをしない方式
　第二は、放置する方式である。税関が機能しない場合として、国境を超えたサービスの供給を想
定する。
　　　　　　　　　　　X国　　　　　　　　　　　　　　　　Y国
　　　　　　　　　　　　　購曽　■
　X国およびY国の税制の内容により結果は異なるが、二重課税または不課税（全く課税されない）
といった事態が発生する可能性がある。
　以下、二つのケースを検討する。
（輸出免税が適用されないケース）
国庫（X国） 国庫（Y国）
通常の納税
供給者
（売主）
サービス
顧客
（買主）
　X国が輸出類似の取引として輸出免税を認めていない場合である。この場合には、供給者はX国
において通常の課税の対象とされる。顧客については、顧客が消費者（非納税者）の場合にはX国
の税を負担することになる。他方、顧客が事業者（納税者）の場合には当該サービスの購入で負担
したX国の税の税額控除が認められないため、税の重複が生ずることになる。
　結果的に原産地原則が適用となり、Y国では課税の中立性が損なわれることになる。すなわち、
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X国とY国で当該サービスに対する税率が異なる場合には、輸入サービスと国内サービスで価格競
争に影響が出ることになる。
（輸出免税が適用されるケース）
国庫（X国） 国庫（Y国）
前段階税額控除　　i
　　　　　　　▼
供給者
i売主）
顧客
i買主）サービス
　X国が供給者に輸出類似取引として輸出免税を認める場合である。この場合には、供給者には輸
出免税が適用され、顧客はX国の課税を免れることになる。
　顧客については、顧客が消費者の場合には、課税されずにサービスを享受できることとなる。顧
客が納税者たる事業者の場合には、サービスの供給にかかるX国の税を負担していないため、税の
重複は発生しない。顧客の非課税売上のウェードが大きく、したがって税額控除が完全には認めら
れない事業者の場合（たとえば、金融機関など）には、輸入サービスの利用が有利となる。
　結果として、Y国において、輸入サービスと国内サービスの間の競争上の中立性が損なわれるこ
とになる。
（3）二国間で課税を調整する方式（国際課税：インボイスの利用を考慮）
　第三は、二国間で税負担の調整を行う方式である。これは、クロスボ・一一・ダー取引に対するVAT
の課税を国際課税の問題として捉え、必要な調整を図ろうとするものである。
　第一の方式と第二の方式はいずれも両国間の調整を前提としない方式であったが、課税上は、二
重課税または不課税を放置するといった不公正な結果を招く可能性があった。さらには、輸入サー
ビスと国内サービスの間で競争上の中立性が損なわれる可能性がある。
　この問題を解消するには、二国間で調整を図ることが必要である。まず、実体面では、双方の国
の課税原則を調整することが必要となる。手続面では、ニカ国をまたがった納税義務と税額控除の
権利の関係を明確に証明するための手段が必要となるが、その場合には、合理的に考えて「インボ
イス」にその役割が期待されることになろう。この点は、EUにおける域内取引でみたとおりであ
る。これを参考にして、EU域内の加盟国間ではなく、一般の国家間取引に引きなおして検討する。
　この調整方式を図解で考察する。ここでも、供給者、顧客および国庫の三者による三角関係を基
礎として、以下四つの調整パターンで検討する。
一51一消費課税におけるインボイスの役割について
調整の第一パターン
納税
X国 Y国
インボイス
　供給者の所在地国で課税する方式である。供給者はインボイスに基づいてX国に納税し、顧客は
X国に対してインボイスに基づいて税額控除の権利を行使する。
　供給者にとっては、所在地国への納税であり、事務負担は小さい。顧客が納税者の場合には、税
額控除の権利行使のための事務負担は、他国への請求が必要となることから相対的に大きいと考え
られる。
　原産地国で課税されるが、税額控除が働くことから、結果として仕向地原則が適用されることと
なる。
調整の第ニパターン
X国 Y国
税額控除
インボイス
顧客の所在地国で課税する方式である。供給者は、インボイスと発行し、顧客所在地国であるY
国に納税する。顧客はインボイスに基づきY国で税額控除の権利を行使する。
　供給者にとっては、相手国への納税であることから、相対的に事務負担は大きい。顧客が納税者
の場合、税額控除の権利の行使は容易である。
　仕向地原則の結果となる。
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調整の第三パターン
X国
前段階税額控除付き免税
Y国
供給者
（売主）
インボイス
顧客
（買主）
税額控除
　EUの域内供給免税と域内取得課税をモデルとした、リバース・チャージ（買手課税）の方式であ
る。
　供給者は免税でサービスを供給する。この場合にも、インボイスの発行は必要である。ただし、
納税と税額控除を伴わないことから、簡易なインボイスで足りる。顧客については、顧客が納税者
の場合には自己賦課（買手課税あるいはリバース・チャージ）を行う。顧客が消費者の場合には、
消費者本人に納税を求めるか、あるいは、供給者にY国への納税を求めるかの選択となるが、いず
れも困難を伴うであろう。
　仕向地原則の結果となる。
調整の第四パターン
X国 Y国
供給者
（売主）
インボイス
顧客
（買主）
税額控除
　X国とY国の間で税の清算を行う方式である。供給者はインボイスを発行し、X国に納税する。
納税者たる顧客は、インボイスに基づいてY国から税額控除を受ける。二国間の実際の清算につい
ては、個々の取引の実績に基づいて実施する方法と統計的手法に基づいて実施する方法が考えられ
る。なお、顧客が消費者の場合には、税額控除は認められない。
　X国とY国の間に、執行上のあるいは統計作成面の高度の信頼関係が必要である。
　この場合、課税は原産地原則で行われるが、結果として仕向地国原則となる。理論的にはすぐれ
た方式であるが、EUでも実施できなかったことから、実現性は低いと考えられる。
現実的なパターンの選択
基本的には、以上の4パターンが考えられる。
供給者の納税の便宜あるいは適正な執行の観点からは原産地原則が望ましいが、消費課税の趣旨
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からは仕向地原則が望ましい。EUでも、近年は、仕向地原則への移行が進められている。ただし、
その場合には、事務負担の軽減および脱税の防止策などの工夫が重要となる。
　EUの経験を踏まえると、顧客が納税者の場合には、第ニパターンまたは第三パターンのいずれ
かの採用、顧客が消費者の場合には、第一パターンまたは第ニパターンのいずれかの採用が現実的
ではないかと考えられる。
　いずれにしても、二国間で課税方式を調整することが不可欠である。また、脱税防止や租税回避
の防止のためにも情報交換が重要である。租税条約の消費課税での利用が一つの手段として考えら
れている。
3．小括
　インボイスの基本的な役割を明確にするとともに、国際取引の面（国際課税）での新たな役割に
ついて検討した。
　インボイスの基本的な役割は、供給者、顧客および国庫の三者を結合する機能である。供給者の
VATの国庫への納税義務と顧客の国庫からのVATの税額控除の権利を強固に結合する。こうし
たインボイスの役割ないしは機能は、EUにおけるインボイスの改正の一連の動向のなかで一層明
確になったと思われる。
　ところで、インボイスの新たな役割として、国際課税での役割が注目される。二国間の取引（ク
ロスボーダー取引）のうち、税関での調整が可能な物品（有形資産）については、現行の輸出免税
と輸入課税の仕組みが有効である。しかしながら、税関での調整が不可能な無形資産やサービスの
供給の場合には、課税上は放置されているのが現状である。この分野において適正な消費課税を実
現するためには、税制の国際化対応（国際課税）が必要となる。国際課税の方式を検討するに当たっ
ては、EUでのVATの国際化の経験を参考とすることが有益であると考えられる。
　EUの経験によると、国際課税の実現にあたりまず必要なことは、実質面では、課税原則の共通化
である。すなわち、原産地原則と仕向地原則の選択の問題である。また、手続面や形式面での二国
間あるいは多国間での共通化も必要である。この点ではインボイス制度の共通化が重要な意味をも
つことになろう。なお、以上のことは、直接税におけると同様に、租税条約によるに二国間の調整
が有効であろう。
　いずれにせよ、こうした二国間の調整においては、双方の国が類似の原則や手続きを採用してい
ることが必要であり、わが国の制度もこうした面から国際的な標準への接近が必要になるものと考
えられる。
おわりに
　本稿は、EU／VATにおけるインボイス制度の改革の動向を参考として、わが国の帳簿方式の意
味を再検討しようとしたものである。すなわち、わが国における帳簿方式とEU等におけるインボ
イス方式との比較を中心として若干の検討を行った。前段階税額控除における供給者の納税の義務
と顧客の税額控除の権利の関係は、インボイス方式の場合には強固なものとなるが、帳簿方式では
不完全なものに留まらざるをえない。この点に関連して、インボイス方式では供給者、顧客および
国庫の三者による三角関係が成立し、確実な税の動きを保証するのに対して、帳簿方式ではこうし
た三者による三角関係は成立しないことを明らかにした。
　EU／VATにおけるインボイス制度の改革では、クロスボーダー（加盟国間取引）の状況でのイン
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ボイスの新たな役割が期待されており、この点の参考となるものであった。将来における消費課税
の国際化において、いかなる仕組みを構築するかを検討する必要があるが、EUの経験は大きな参
考となるものと考える。
　本稿は、インボイスの消費課税における役割について再検討を試みたものであるが、こうした検
討の必要性はわが国特有のものと考えられる。なぜなら、すでに、インボイス型のVATを導入し
ている国にとって、インボイスの役割について議論する必要がないからである42）。
　検討においては、インボイスにより実現される納税義務と税額控除の権利を結合する三角形を考
察に用いた。納税と税額控除の直接的な連結を可能とするためにはインボイスの存在は不可欠であ
り、さらには、国際課税の場面でもインボイスに新たな役割を期待できることが明らかにとなった。
　今後は、さらに、EUのVATの動向に注目していくとともに、わが国の制度のあり方について検
討を重ねていくこととしたい。
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